
 
 

 
GLP投資法人 グリーンファイナンスフレームワーク 

１ はじめに１ はじめに 
１ 資金使途 

 
1.1 グリーンファイナンスの投資対象となる適格プロジェクト分類(グリーン適格クライテリア) 

以下の要件のいずれかを満たす資産又はプロジェクト（グリーン適格資産）を投資対象とする。 
 
■グリーンビルディング 
以下の分類において少なくとも一つの認証を取得した新規、既存又は改修建築物。 
i) DBJ Green Building認証：★★★以上 
ii) CASBEE ：B＋ランク以上 
iii) BELS（平成 28年度基準）：3つ星以上かつ「BEI＝0.75」以下 
iv) BELS（令和 6年度基準）：レベル 4以上 
v) LEED BD+C（v4以降）：Silver以上 
vi) LEED O+M：Silver以上 

 
■再生可能エネルギー発電設備 

 
1.2 本投資法人の ESGに関する行動方針 

本投資法人は、環境、社会、ガバナンスへ企業として総合的に取り組むことが、地域社会及び本投資
法人の投資主にとっての最大の利益をもたらす、との信念のもと、以下の行動方針に則って業務を行い
ます。 
 
1. 環境保全への取り組み姿勢 
地球環境を保全し、持続可能な社会を実現するため、事業活動による環境への影響を最小限に抑えるこ
とを目指します。その実現のため、常に革新的な方法を模索し続けるとともに、その実践に努めます。 
 
2. カーボンニュートラル達成に向けた取り組みの推進 
気候変動への対応を進めるため、カーボンニュートラルの実現を目指します。そのため、省エネルギー
の取り組みを推進するとともに、再生可能エネルギーの導入および活用を推進します。 
 
3. 施設における第三者評価取得の推進 
開発・運営する施設において、環境性能が高く、施設で働く方々にとって快適な施設づくりを目指すと
ともに、こうした取り組みについて第三者からの認証を取得することを目指します。 

 



 
 

4. 生物多様性への配慮 
持続可能な社会を実現するため、生物多様性を尊重し、生態系に配慮することが重要と考えています。
そのため、施設周辺に生息する植物や野生動物に配慮した取り組みを推進します。 
 
5. 水資源の保全 
水資源の保全を重要な課題と認識しており、ステークホルダーとも協同し、水資源の効率的な利用・管
理を推進してまいります。 
 
6. ステークホルダーとの協同 
ステークホルダーとの協同を通じて、様々な課題の特定および解決に向けた取り組みを実施し、さらな
る付加価値の提供を目指します。 
 
7. カスタマーへのサポート 
カスタマーのニーズに応え、効率的なオペレーションの実現、従業員の健康や安全の確保、快適な空
間・サービスの提供に努めることで、カスタマーへのサポートを行い、ひいては社会課題の解決に努め
ます。 
 
8. 地域共生の推進 
地域社会の雇用の創出や地域の活動の活性化を推進し、連鎖的に広がっていく、持続可能な地域共生の
取り組みを推進します。 
 
9. 従業員のパフォーマンスの最大化 
人材育成や健全な職場環境の確立、個々の価値観を尊重する文化の醸成を通じ、従業員一人ひとりが最
大限のパフォーマンスを発揮できるように目指します。 
 
10. サプライチェーンへの働きかけ 
ESG ポリシーの理念をサプライチェーンにおけるビジネスパートナーに共有し、継続的に働きかけて
いきます。 
 
11. 災害への対応 
安全に配慮した建物やサービスの提供、BCP への対策や自治体との連携を通じて、館内のみならず、
地域全体の防災性の向上を目指します。 
 
12. テクノロジーを通じた生産性・効率性の向上 
テクノロジーとイノベーションへの投資・開発や、その積極的な活用を通じて、社会インフラの生産
性・効率性の向上に努めます。 
 



 
 

13. 社会貢献活動への積極的な取り組み 
事業が社会に与えるインパクトを常に意識し、社会の一員として、地域社会に貢献できるよう社会貢献
活動に積極的に取り組みます。 
 
14. 倫理的な企業文化の創造 
私たちが定める「倫理基準」の遵守を通じて、倫理的で透明性の高い企業文化を創造します。 
 
15. 意思決定プロセスにおける考慮 
事業に関する意思決定プロセスにおいて、ESGに関するリスクと機会を常に考慮します。 

 
 GLPジャパン・アドバイザーズ（資産運用会社）は、本方針に従って本投資法人の投資運用業を行っ
ている。具体的には、DBJ Green Building認証、CASBEE、BELS、LEEDなどの認証基準の取得を推
進することなどである。 

 
1.3 資金の調達方法と投資先    

調達方法：グリーンボンドもしくはグリーンローン 
投資先：  グリーン適格クライテリアに適合する新規または既存プロジェクトの取得資金もしくは当
該資金のリファイナンス 

 
２ プロジェクトの選定プロセス 

 

2.1 グリーンファイナンスを通じて実現する環境面での目標 
GLP投資法人によるグリーンファイナンスによって、「ESGに関する行動方針」の各目標のうち、「1.
環境保全への取り組み姿勢」、「2. カーボンニュートラル達成に向けた取り組みの推進」、「3.施設にお
ける第三者評価取得の推進」、「4．生物多様性への配慮」、「5. 水資源の保全」、「13. 社会貢献活動へ
の積極的な取り組み」及び「15.意思決定プロセスにおける考慮」のいずれかまたは複数に貢献する。 

 

2.2 プロジェクトの判断規準 

GLPジャパン・アドバイザーズでは、専門的知見を有する ESG委員会がグリーンファイナンス対象
プロジェクト選定を行う。その際には、本グリーンファイナンスフレームワーク、本資産運用会社の
「資産運用ガイドライン」、対応する社内規定及び GLP 投資法人の「ESG に関する行動方針」に基づ
き、サステナビリティファイナンス対象資産選定を行う。 
 
物件取得にあたっては、投資運用部がデュー・デリジェンス・プロセスを行う。デュー・デリジェン
スに際しては、チェック項目の中に、サステナビテリティと環境保護についての項目（取得している
環境認証とその水準を含む）を含み、検証することをルール化している。 
最終的な物件取得の可否は、代表取締役社長、取締役、CFO、CIO、コンプライアンスオフィサー、外 



 
 
部委員からなる投資委員会の決議を経て決定される。 

 
2.3 判断を行う際のプロセス 

対象物件の選定は、本資産運用会社の ESG委員会により実施される。 
尚、ESG委員会は、本資産運用会社の代表取締役社長、CFO、CIO及び CSO(Chief Sustainability 

Officer)により構成される。 
財務部は、グリーンファイナンスの実行に関する起案において、グリーンファイナンスによって調達

する資金の充当計画等を策定・提示する。 
 ESG委員会は、CSOの下、ESGの中長期基本方針の策定のほか、ESGに関する目標設定や進捗状
況のモニタリング、各種取り組みの審議等を行うことで、サステナビリティに関する取り組みを推進
する。 
なお、グリーンファイナンスの場合も、通常のファイナンス（借入の実行、投資法人債の発行）と

同様に、以下のプロセスを経た上で実行される。 
・グリーンボンド：投資委員会、役員会において投資法人債に係る包括決議を経た上で発行する。 
・グリーンローン：投資委員会の承認を経て契約を締結する。 

 

2.４ 環境へのネガティブな影響の回避策 
取得予定の施設が環境に対してネガティブな影響を与えると懸念されるときには、回避策として、環
境に関するネガティブな影響を低減させる対策を売主に求めるなど、影響を極小化する取り組みを行
っている。 
 

2.5 選定プロセスの投資家への開示方法 
選定プロセスは、プレスリリース及び JCR が作成する評価レポート（グリーンボンド発行の場合は、
加えて訂正発行登録書および発行登録追補書類）に記載され、投資家に開示される予定である。 

 

 
３ 資金管理 

 

3.1 グリーンファイナンスの残高管理 

ポートフォリオからグリーン適格資産を抽出し、グリーン適格資産の総額に LTV（各投資法人債の払
込期日又は借入実行日において算出可能な直近期末時点もしくは、各年 2月末時点）の実績値を乗ず
ることでグリーン適格負債額を算出。その上でグリーンファイナンスの未償還・未返済残高が当該上
限額を超えないように管理。 
なお、本グリーンファイナンスフレームワークに基づくグリーン適格資産に該当し、かつ本投資法

人が定めるサステナビリティファイナンスフレームワークに基づくサステナビリティ適格資産に該当
するものは、グリーン適格資産、サステナビリティ適格資産それぞれの取得価格の総額に算入するも
のとし、当該資産を対象とするグリーンファイナンス又はサステナビリティファイナンスを行った場



 
 
合には、グリーンファイナンス及びサステナビリティファイナンスの未償還・未返済残高のいずれに
も算入するものとする。また、それぞれのファイナンスによる適格資産総額及び未償還・未返済残高
に重複がある旨レポーティングにおいて注記する。 
 

 

3.2 資金調達の充当計画 

グリーンファイナンスによる手取り金額は、グリーンファイナンス実行後 1ヶ月以内に全額を新規ま
たは既存物件の取得資金または当該資金のリファイナンスに充当する予定である。 

 

3.3 調達資金の追跡管理体制および方法 
グリーンファイナンスによる手取り金額が入金されたら、財務部の担当者があらかじめ定めた期日に、
全額物件の取得資金として売主に振り込む、もしくは投資法人債または借入金の償還・返済原資を入
金する口座に振り込む手続きを行うことを予定している。 
また、上記プロセスを行うにあたっては、事前に最終決裁者を代表取締役社長とする社内決裁が行わ
れている。 
なお、手取り金額が充当されるまでの間、当該未充当資金は現金もしくは現金同等物で運用する。 

 

3.4 資金調達の内部監査および外部監査 

資産運用会社は定期的に内部監査を行っている。 
また、GLP投資法人の会計全般について（資金調達に関するものも含む）監査法人の外部監査を受け
ている。 

 
3.5 調達資金に関する文書の管理方法 

通帳については、資産保管会社である三菱 UFJ 信託銀行が保管。資産運用会社は、EB にて（閲覧の
み可）入出金明細を確認。 

 

 

４ 資金管理 

 

4.1 資金状況のレポーティング 

・ウェブサイト上において、調達資金の充当状況を報告。対応するグリーンファイナンスの残高がゼ 
ロになるまで年次で更新 

・実務上可能な限り、以下の情報を開示 
 -充当された調達資金の総額 
 -適格プロジェクトの件数 
 -未充当の調達資金の残額 

 



 
 
4.2 環境改善効果のレポーティング 
ウェブサイト上において、以下の情報を開示 
a. グリーンビルディング 
 -取得した環境認証のレベル 
b.再生可能エネルギー発電設備 
 -グリーンファイナンス対象プロジェクトとなった再生可能エネルギー発電設備の年間 CO₂削減総 
量（毎年 2月末時点） 

 なお、CO₂削減量計算方法は以下のとおり。 
 CO₂削減量は想定年間発電量に、年度ごとに環境省から電気事業者ごとの数値が発表されている調 
整後排出係数を乗じて求める。 

 

4.3 状況に変化があった場合のレポーティング体制 
 

グリーンファイナンスの資金使途の対象となるグリーン適格資産を売却するなどにより未充当資金が
発生した場合には CFOの承認を経たのち GLP投資法人の HPにて開示を行う。 
 

以 上 


